




















あるほど顕著にみられる。2014 年においては、70 歳代の投票率が 68.28％












































































































































































































































（出所） Sidney Verba and Norman H. Nie. (1972). Participation in America: Political Democracy
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全体の 6 段階のうちの第 1 段階、第 2 段階に二つの独自の特徴をみること
ができる。一つは、公共的な事象や問題に対する自己の存在や関心（いわ
ゆる「自己関心（Self-Interest）」）を可視化することを重視し、これを学












































校生を対象に PA を展開している 23。デンバー大学では、第 1 段階（「探求
と発見」）においてまず、学習者に「自己関心」を認識させる（University 
of Denver 2012, p.24-p.27）【ステップ 1～2】。そして、第 2 段階「イシュー
の絞り込み（Issue Development）」において、学習者の「自己関心」を




















（資料）University of Denver (2012, p.49-p.50) にもとづいて筆者作成。 






































































ていくものと考える 26（藤枝 2015a, p.6-p.11）。




































































































































 1  公職選挙の投票率を分析対象とした研究は多くある｡ 特に若年層の政治不信
について投票率動向から実証的に論考したものとして､ 例えば市村 ︵2012︶ が
ある｡
 2  ｢公職選挙法等の一部を改正する法律｣ が 2015 年 6 月の第 189 国会に成立､
平成 27 年法律第 43 号により 6 月 19 日に公布された｡ 平成 28 年 6 月 19 日に
施行される ︵ 総務大臣通知 ︵ 総行選第 42 号 ︶ ｢公職選挙法等の一部を改正す
る法律の施行について ︵ 通知 ︶｣ ︶｡ 日本経済新聞 ︵2015 年 6 月 17 日付 ︶ に




 3  例えば､ 代表的な学生団体として､ ｢自由と民主主義のための学生緊急行動
︵Students Emergency Action for Liberal Democracy - s : SEALDs︶｣ がある｡
 4  これに関する先行研究として､ 藤枝 ︵2014︶ および藤枝 ︵2015a︶ がある｡
 5  教育基本法第 14 条 1 項は､ ｢良識ある公民たるに必要な政治的教養は､ 教育
上これを尊重しなければならない｣ と定める｡
 6  教育法令研究会 ﹃教育基本法の解説﹄ ︵1947 年､ 国立書院 ︶を参照した｡
 7  もちろん､ 蝋山政道に代表されるように､ 大正デモクラシー下において展開
された公民教育論について､ 政治社会の担い手として ｢公民｣ という用語を
用いる考え方もある｡ その語法については多義的かつ論争的であり､ 確定を
みていない｡
 8  昭和 44 年 10 月 31 日文部省初等中等教育局長通知 ︵文初高第四八三号 ︶｡
 9  小玉重夫は､ 例えば､ 毎日新聞 ︵2015 年 7 月 31 日付 夕刊 ︶ において以下の
とおりコメントしている｡ ｢これまでの学校現場では､ 例えば安全保障関連法
案や環太平洋パートナーシップ協定 ︵TPP︶､ 原発など論争のある時事問題に





 10  政治教育が定着していない要因分析については､ 例えば上原 ︵2004︶ を参照さ
れたい｡
 11  平成 27年 10月 29日文部科学省初等中等教育局長通知︵27文科初第 933号︶｡  
 12  ｢第 2 政治的教養の教育に関する指導上の留意事項｣ において 5 項目が挙げら
れている｡
 13  http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/shukensha/1362349.htm
 14  総務省 ･文部科学省 ︵2015︶, p.3｡
 15  ポリアーキーの概念にもとづいて近年のわが国における代議制民主主義の再
主権者教育と政治的シティズンシップ
－ 28－
生のあり方を論じたものとして､ 例えば三浦まり ︵2015︶ がある｡
 16  ここでは､日本国憲法のもとで､ ｢良識ある公民たるに必要な政治的教養｣ ︵ 教
育基本法旧 8 条 ︶ の一つとして 1969 年の中学校学習指導要領が社会科の一領
域とした ｢公民的分野｣､ さらには 1989 年の高等学校学習指導要領改訂によ
り社会科の中に設置された公民科 ︵ 現代社会､ 倫理､ 政治 ･ 経済 ︶ の 3 科目
を主に想定している｡
 17  わが国における代表的な体験学習の一つに､ 人間関係論からアプローチした
｢ラボラトリー方式｣ がある｡ その歴史､ 概念的背景､ 実践方法等については､
津村 ︵2009︶ が詳しい｡




︵ 原田 2006, p.204︶｡ これは､ ｢政治｣ をめぐる個人の認知的要素という点で
本稿の問題意識と共通するが､ ｢政治＝自治｣ という前提は想定されていない
ことから､本稿では ｢公共的課題に対して自ら働きかけるための能力｣ とした｡
 19  例えば､ スウェーデンの若年世代の投票率の高さとボランティア活動の参
加経験にはむしろ相関がないことを主張した両角達平の主張などがある｡
http://www.huffingtonpost.jp/tatsuhei-morozumi/sweden_b_5885854.html
 20  藤枝 ︵2014︶ では､ ボイトのシティズンシップ教育思想を紹介し､ 氏の教育
実践プログラムである ｢パブリック ･ アチーブメント ︵Public Achievement︶｣
について考察している｡
 21  "The Six Stages of Public Achievement," retrieved from http://inside.augsburg.
edu/publicachievement/teachers/six-stages-intro.









 23  直接的な教育対象は地域の高校生であるが､ 学士課程教育カリキュラムの一
環として位置付けられており､ 有効に機能している｡
 24  ボイトは､ ハーバーマスのコミュニケーション的理性にもとづく討議型民
主主義を批判的に捉えた上で､ 市民が公共圏を創造していく建設型政治
︵constructive politics︶ を提唱する｡ Boyte︵2013︶ を参照されたい｡
 25  公共的な課題解決を実践する能力を最終的に育成する点は PA と同様である｡
 26  藤枝 ︵2015a︶ では､ この点から PA 学習過程に一部変更を加えた岩手県陸前
高田市における立教大学の体験学習プログラムでの応用事例 ︵ 内省の活用 ︶
を考察することを通じてこれについて明らかにした｡
 27  この点について日本学術会議は､ 多様化 ･ 複雑化 ･ 流動化する社会において､
公共性の多層的活性化することで市民社会を豊かにすることを時代の要請と
した上で､その担い手となり得る市民としての知性 ･知恵 ･実践的能力を ｢市
民的教養｣ とした上で､ これを大学教養教育課程の核として組み込むことを
提言する ︵日本学術会議 2010, p. 4-p.5︶｡
 28  例えば､ ガート ･ ビースタは､ シティズンシップを政治的に理解するという
ことは複数性と差異が民主的プロセスと実践の存在理由と見なすことであ
るとして､ シティズンシップの社会的理解との違いを指摘する ︵ ビースタ , 
p.218-p.219︶｡
 29  ｢学び｣ と ｢教育｣ の関係性については､ 例えば木村 ･ 小玉 ･ 船橋 ︵2009, 
p.93-p.100︶ を参照されたい｡
 30  デューイは ｢子ども中心主義｣ ｢道具主義｣ の提唱者としての評価が通説であ
るが､ 筆者はデューイの教育的眼目が学習者の社会性を伸長することに置か
れていたという田中 ︵2009︶ と基本同じ立場をとる｡
 31  例えば､ アメリカの大学で導入が進む学習成果標準として､ AAC&U︵Association 
of American Colleges & Universities: 全米カレッジ・大学協会 ︶ 加盟の大
主権者教育と政治的シティズンシップ
－ 30－
学間共同開発による ｢VALUE ルーブリック｣ がある｡ VALUE は､ 'Valid 
Assessment of Learning in Undergraduate Education' の略で､ ｢学士課程教育
における妥当な学習評価｣ と訳される｡ 詳細は松下 ︵2012︶ を参照されたい｡
 32  藤枝 ︵2015b︶ では､ こうした方法論について立教大学の事例を考察している｡
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